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とりわ.け途 ヒ国全体の対外直接投資額の中ではその約4分 の1に 当たると推計
されている。こうした流れの中で,台 湾は1988年以来9年 連続で対外【自:接投資























台湾で は1987年以前 は,対 外 投資は国内経 済環境や外貨不足 などの理 由で厳
しく制限 され,天 然資源の確保や輸 出指 向工業化 の推進 な どの 目的で しか許可
が下 りなか った。対外投資規制 として 「対外投資 弁法 」が初 めて公布 された の
は62年であ?た 。後に,同 法は5回 にわ たって内容が修正 され,名 称は当初 の
..「対外投資弁法」か ら 「対外投資審査処理弁法」 に,続 いて また,現 行の 「対..
.外投資 及技術合作審査 処理弁法」 に変 更されだ}。審査基準 は内容 の修正 につ
れ緩和 され て きたが,85年の第3回 目の場合 の審査基準 として 「資本金2,000










てはまだ きわめて厳 しか った。中小企業 の対外投資が容易 となったのは,87年
》.に 「外 国為替管理条例」が.公布されてか らの ことであ った。外 国送金が 自由化
されるに伴 って,89年に行われた第5回 目の修正 によ り,そ れ までの審査基準
の資本 金基準が廃止 され,中 小企 業経営 の国際化 の道が 開かれた。
政府 の対外投資 の管理が厳 しす ぎた ことを背景に,、これ まで案際 には多 く.の
企業は政府 に報 告せず に,あ るい は個人名義で対外投資 を行 っていた。そ のた
.め,対 外投 資につ いての統計資料 は,投 資先国の統計 と大 きな.食い違 いを見せ
ている。 とく.に,中国へ の投資金額 と件数 については政府が把握.しに くい情況
にあ った。た とえば,1997年まで の中国への投 資統計 につ いて見 る と,台 湾経
済部投 資審議委 員会 の認 可は20,362件,112億ドル とな.ってい る。 これに対 し,
中国側の統計では,38,458件,契約金額 は382億ドルであ り,実 行金額は184億
ドルとな っている.。台湾側 のデータは過小計上であ り,ま た中国側で も契約金
額 と実行金額 との乖 離が大 きい。東南 アジア諸国 について も,シ ンガポールで
は台湾政府の統計 よ り少 な くなってい るものの,そ の他 の国の統計で は台湾政
府のそれをは るかに超 えている。.4:研究で はと りあ えず,台 湾側 の認可統計 を
用い ることにす るが,実 際には台湾企業 の対外投資金額 と件 数は統計資料 よ り
大 き くなってい ることを念頭 におかね ばならない。
と くに中小企:業の対外投資統計 につ いては不明 なところが多い。少 な くとも
1984年以前 には,中 小企 業はまだ輸 出の 「比較優位 」を維持 して1玉際 競争 に耐
えた こと もあ って,そ の対外投資 は少 なか った。中小企 業が本格 的に対外投資
に乗 り出 したのは為 替管 理 と投資管理が緩和 されて以降の ことであ った。 その
際,1司時 にタ.イやマ レー シア もそれぞれ87年と88年に,外 資開放 政策 を打 ち出
した ことが重要であ る。 しか も,政 治面で は,87年に台湾で は戒 厳令 が解 除さ
れたため,親 族の訪問や旅行 を理 由に自ら資金 を中国 に持ち込み,政 府に無届
けで投資 を行 う企業や個 人が急増 し.てい った。現在,中 国へ投資 している企業
の9割 が87年以 降 に投 資 を開始 した とい うり。 このよ うに,台 湾の中小企業 に
4)国立政治大学国際関係研究中心1中華民国中小企業在広東省的投資与両岸政経互動関係」ノ
台湾における中小企業の対外投資(521)聞
よる対外投資 のス ター トは主 に87年以降であ り,低 賃金労働 を求めて中国や 東
南ア ジア諸国に集 中 してい ったのであ る。
2地 域別の分布.
したが って,台 湾の.対外投資の時期 は1987年を もって二つ の時期 に分 けられ
る。87年以前 は投資金額,件 数 ともに少 なか った。59年の対マ レー シアへの投
資が台湾企業 の初めての対外投資で あった。 しか も,地 縁 ・文化な どの要因か
らアジア向 けの対外投 資が増加 し,全 体 の9割 近 くを占めていた。その後,70
年代 に入 って,市 場確保や技術獲得 を口的 と して対 米国向 けの投 資が多 くな り,
全体 め半分以.ヒを占め るよう推移 した5,。しか しなが ら,59年か ら79年までの
20年間の投資件数 は136件にす ぎず,金 額 も6,000万ドルで しか なか.つた。対外
投資 の大幅な増加が見 られ るの は80年代 に入 って以 降の ことであ る。国際的な
保護主義が働 いた こと もあ って,原 材料や市場 の確保 を口的 として,対 外投資
熱 は急速 に高 まってい った。80年か ら86年までの期 間の対外投 資 は計115件,
金額 は2億 ドルに増 加 した。相 千地域 は米国お よび.東南 アジアの タイや シンガ
ポールを中心 に展開 し,そ の うち,米 国が全体の過半数 を占めた。
1980年代 半ば以 降,台 湾で は,政 治,経 済,社 会全般に大 きな変革 が もたら
された。 とくに,経 済面で は,80年代 前半の米国 との激 しい貿易摩擦 によって,
米 国か ら各種 の圧力,台 湾元の切 り上げ,市 場 開放,知 的所 有権保護 などが加
え られ,さ らに69年1月 か らはGSP(般 特恵 関税)供 与の優 遇策 も取 り消
され るこ とになった。 これ らを背景に,.労働集約型産業 の経営 を中心 とす る台
湾企業 は急速 に海外進出に乗 り出さざるを得 なか った.同 時 に,こ れ までの対
外投資の相 手先は米国か ら東南アジア諸国や 中国へ と移 りは じめた。
第1表 は1987年以降の台湾 の国(地 域)1別の対外投資状 況 を示 した もので あ
る。投 資金額 と件 数は毎年増加 し,最 初 ぽ米国,東 南 アジア諸国が中心で あっ
、1997年4月,68ペ ー ジ。
5)行 政 院経 済 建 設 委 貝 会 編 「中 華 民 国 附年 経 済年 報 」1996年11月.292-303ベージ。
第1表 台湾の主な国 〔地域)別対外投資状況 (単位 件,10◎万 ドル)
19呂7年 1鰹年 1989年1990年 1991年 1992年 1匪畔/9畔 1995年 聯年 1蜥年
件数.纈 件数=金額 件数 金額 件数 金額 件数 纈 件数 金額:件数 金額:件数 金額 件数 金額
248
件数 纈 件数 金額…
米 国 21 70 42 123.55123114429127298 84 !93 ε7 529 iO 144 97 174.271335547
ア艀 聯 国 13 1目
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注1)件 数 は新規のみ。金額は新規 ・増資の合計.合 計にはその他 の国 〔地域)を 含む。1993年の数値が敵増 した背景S3,1993年3月1日
付で公布 された 「在大陸地区投資 ・技術合作詳聞∫弁法」に基づ き,・同弁法施行以前に認可を経ず に大陸に進出 レた企業 に対 して,追
加認 口∫申請を義務付 け,違反者に対 しては罰金を課することにしたため。
2〕*の 部分は百万 ドル.未満、
資料 経済部投資審議委員会。
出所 台湾研究所編 「台湾総覧」1995年版,446ペー ジ,.1998年版,440,442,446ページ。.
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たが,90年代 に入 って米国への投資額が 占める比率が減少 し,対 東南 アジアの
投資額 を下 回 りは じめた。 また,91年か ら対 中国 およびベ トナ ムへの投 資がス
ター トし,と くに中国への投 資は件数,金 額 ともに大幅 に増大 し,中 国は短期
.間で台湾企業 にとって主要な投資地域 とな ってい る。他方,英 領中米地域への
投資 も,95年よ り大幅に増加 しつつ ある。 こうして,台 湾全体の対 外投 資地域
は東南 アジア諸国,米 国か ら,東 南 アジア諸国,中 国,英 領中米地域(バ ージ
ン諸島}へ と移行 してい くのが見 られ る。.
.地域別の投 資規模 を見れ ば,1987'1から97年までの一一.一作当た りの平均規模 は,
米国が28(1万ドル,東 南 アジア450万ドル,欧 州300万ドル,香 港22⑪万 ドル,英
領lll米地A1,000万ドル,中 国55万ドル となって いる。米 国への投 資規模が小
さ くな る一方で,.東南 アジアへ の投資 は,政 策的 に奨励されている上に公営企
業の投資 がさかん となって いるため,規 模が拡大 しつつある。また,英 領 中米
地域 では金融保 険関連 の投資が多いため,そ の規模 は大 きい。 これ に対 して,
中国への投資規模 は小 さい。 中国への投資規模が他よ り小 さい ことにつ いては,
台湾企業 だけに見 られ る現象で はない。対中投資の リスクを懸 念 して投資規模
を抑 え る傾 向は,米 国 など先進国で も見 られ る。
3産 業別の分布
産業構造 の変化 によって,台 湾の対外投 資の業種 も変化 していった。...般的
には.,1960年代 には食品,飲 料,紡 績,そ して非金属鉱物製品,70年代 には化
学,電 子,電 気,ゴ ム,プ ラスチ ック製品を中心 としてい た。他方,80年代後
半以 降になる と,製 造業だ けでな く.サー ビス業 もしだい に増加 しは じめた。90
年代以降 は,海 外で持株会社を設立 し,金 融保険,貿 易業 に投資す る企 業が増
大 しつつあ る。
第2表 は,.1959年か ら97年までの台湾 の対外投資の内容 について,中 国お よ
び中国以外の地域に分けて示 した もので ある。業種別 には,製 造業 への投資 が















業種別 件 数 .金 額 件 数 金 額 業種別 件 数 金 額.件 数 ;金 額
農林 水 産業 26 59. 358 97 機 械 5ア 42 649 368
鉱 業 6 32 59 24 電了 ・電気 9422,4242,7ア82,035
製 造 業 1,8156,83718,22610,268輸送機器 31 274 619 555
・食 品 ・飲 料 60 393 2,1231.,108精密機器 39 57 2,043 669
紡 績 100 609 933 624 建 設 業 40 135 】27 .28
衣 服 68 108 761 252流 通 業 255 543 248. 211
皮 革 13 13! 426 158貿 易 業 728 1,255 293 92
木 加 工 54 119 844 372飲 食 業 1 1 169 68
紙 ・印 欄 26 232 560 276運 輸 業 62 588 93 53
化学製品 上30 し鵬 1,320 ア16 倉 庫 業
一
11 31
ブラスチ.ノクご ム 111 25魯 2,3681,383金 融 業 4694,842 12 24
非金属鉱物 胆 403 1,072 745サ ー ビX業 320 977 697 268
基本金属 121 722 1,7301、OD8そ の 他 33 46 69 翼
合 計 3,75515,31420,35211,208
資料1);経 済部投 資審議委 員会 。
2):台湾研究所編 「台湾総 覧」1998年,446ページ。
ぐのは金融業、そ して貿易業であ る。中国 におけ る投資 をみ る と,や は り製造
業が大部分 を占めてい るが,農 林水.産業や鉱業 な どの第一次 産業,そ してサー
ビス業への投資 も大い に行われ てい る。 しか も,わ ずか の6年 間で の実績 とし
ては,.件数お よび金額 とも驚異的 な伸 びであ るといえよ う。
しか し,投 資規模 につい て見 ると,製 造業 にお ける一件 当た りの投資金額は,.
中国以外 の地域 が平均377万ドル,中 国が平均56万ドルで ある ことか ら,台 湾
の対 中国投資 の投資規模 は小 さい ことが分か る。 また,非 製造業 において も,
た とえば貿易業,お よびサ ー ビス業 の投 資規模 は,中 国以外 の地域が それぞれ




近年 の台湾企業の対外投 資 において顕著 なのは,中 国での伸張が 目覚 ま しい
こと,ま た,政 府の管理や政治上の制限を乗 り越 えるため に海外での持株会社
の設立 によって投 資 を行 うようにな った ことで ある01987年までは政治的な理
由で中国 との貿易 は少 な く,主 に香港 を通 じての間接貿易が中心であ った。間
接 的な経済 関係 はあ った ものの,台 湾政府 は中国 との貿易 を一貫 して違法 とみ
な し,原 則 的に禁止 していた。 しか し,同 年以降,中 国への投資は台湾の企 業
に とって最 も重要視 され る事柄 とな ってい る。そ の背景 には,台 湾における産
業構造 の変化や 中国の改革 開放政策,世 界的 な対 中国投資 ブー ムがある。また,
中国 と 「同文同種」であ るとい う文化条件 もあ る。台湾の企業に とって,中 国
は低廉 な土地 ・人件 費 と広大 な市場 な どの メ リッ トを有す る上に,東 南 アジア
諸国 に比べ,言 語 ・社 会習慣が近 く,経 営の管理が容易である。
現在,対 中投資 を行 う諸外国 の中で,香 港 に次いで企業数が多いのは台湾で
あ る。 また,1997年までに台湾.企:業の対 中国投 資は20,362件,112億万 ドルに
達 してお り,台 湾 の対外投 資の40%前後の比重を占めるに至 っている。 こう し
た対 中国投資 の拡大 は,ま ず貿易画 にお ける大幅な対 中輸 出超過 を もた ら し,
従来 の台湾 における対米輸出超過の貿易パ ター ンを変 えた。 た とえば,97年に
は,台 湾 の貿 易総額 は2,365.1億ドルで あるが,そ の うち,輸 出額 は1,220.7億
ドル,輸.人額 は1,144.4億ドル,輸 出超過額 は76.3億ドルであbた 。その巾で,
対 中貿易 について見 ると,貿 易総額は244.6億ドルであ り,輸 出額 は205.4億ド
ル,輸.人類 は39.2億ドル,輸 出超 過額 は実 に166,2億ドル となっていた。対 中
貿易 は貿易全体の10.3%,輸出については全体 の16.8%を占めていたのであ る。
こうした対 中依 存 の動 きが強ま る中で,「両岸直 航」 や 「両岸交流」.が企業
側か ら強 く要請される よう・になっている。台湾 の資金力お よび民間工業 におけ
る発展経験 に加え,中 国のハイテク研究能力 および基礎技術 力を活用す れば,
台湾の産業高度化をさ らに促進す ることがで きる点 も指摘 されてい る。一方,
台湾政府 も実情に応 じて中国へ の投資認可条件 をしだいに緩 めば じめている。
?88〔526).第167巻 第5・6号
1992年には第三国を経 由 した間接投資 を認め るようにな り,97年には両岸産業
の分業観 点か ら,中 国への投資 を 「禁止」「許.可」 「個案審査」の3つ に分類 す
る新 しい政策 も実施 されは じめた。.
ところが,政 治面で は 「黒字創 出」源 を中国以外の市場 にも求めなければな
.らない。IMFの メンバー国でない台湾 は,国 際収 支難 に陥 った場合 に,国 際
金融機関か らの支援が 困難で ある現実か ら,恒 常的黒字創出が必要 とされるの
であ る%そ のため,中 国 市場へ の過 度の依存,つ ま り中国経 済の動向 に影響
されやす い経 済構造 を避 けよ うとして,政 府は 「響板論」や 「南 向政策」(東
南 アジ アへ の投 資奨励),あ るいは 「戒急用忍」(中 国へ の投資 は急 がず慎重
に)を 呼びか.けて きた。 しか しなが ら,現 実 には,政 府は もはや企 業の対 中投
資 を管理す ることがで きな くなってい る。中国に よる 「武力犯 台」 の脅威が語
られ る中で,中 小企業 は もちろん大企業 も中国投 資に走 っている。経 済面で は
中国 との分業体制 は必然的 に拡大 し続 けてい るわ けである。また,台 湾企業 の
対中投 資は,台 湾経済 に とってだ けでな く中国経 済に も大 きく貢献 している。
こうした経済 的利益 をいか に維持 してい くか,両 政府,と りわけ台湾政府 は大
きな政策転換 を追 られ てい る。
一方,対 中投資 の拡大 とあい まって,金 融業の対外投 資 もしだいに増加 して
.い る6企 業 は制約 の多い台湾の金融 シ.ステム上の規制 を回避 し,国 際 的な投資
権益上 の保護 を受 けるため に金融業の対 外投 資を急いでいる。 第2表 か ら分か
るよ うに,中 国以外の地域 にお ける対外投 資の業種別 内訳は,金 融業 と電子 ・
電気業が投資額で は特 に際立 ってい ることを示 している。 そのうち.金 融業の
対外投資 は1990年以降の対米投 資に始ま り,95年以 降は対英領 中米地域へ と急
速 に拡大 してい く。第1表 で見 たよ うに97年における英領 中米地域への投資件
数,金 額 は,そ れぞれ全体投 資のユ8.6%および36.3%を占めていた。
金融業 にお ける対外投資の進展 が他業種 に比べ て遅か ったの は,金 融部門が
長年 にわた って政府の厳 しい規制..ドに置 かれ,対 外進 出が 阻まれて きたか らで.
6)徐照彦 「台湾新政権の政治経済政策の方向」「世界経済評論』2月号,19§9年。
.台湾 にお ける中小 企業の対外投 資(527)89
ある。 しか し,1991年にほ公営の3大 商業銀行の民営.化が行われ,新 規民間銀
行の開設 もほぼ20年ぶ りに認められるようなった。また,金融業の対.外投資に
ついては90年 以降の米国と95年以降の英領中米地域への投資動機の差異が指
摘されている㌔ 対米投資では,70年代か ら徐々に発展 してきた貿易取引額の
拡大と製造業の進出が,金融業の米国進出を促 した。一.・方,中米地域の場合で





還された後,台 湾企業か らのもの と推定されるバージン諸島か らの投資金額は,.





統計に よれば,1987年か ら94年の間に,生 産拠点 を海外 に移動 した中小企 業
数は4万 社 に近い。そのうち約3万 社が 中国へ,ユ 万社 が東南 アジア諸 国に移
動 してい るとい う%中 小企 業の対外投資 に関す る統計資料 は少 ないが,大 企
業 との比較 また投 資先地域については,中 小企業 な りの特 徴が見 られ る。 こ
れ を示すのが第3表 である。まず,中 国以外の地域 では,1959年か ら94年まで
.の台湾の直接投資(認 可ベ ース,対 中国間接投資 を含まず)は 総額が69,7億ド.







企業別 中国以外の地域 中 国
項目 全体
I
l1小企業 大企業 全体. 中小企業 大燥 個人企業
金額 比 率 100% 1.4% 98.6% 100% 9.3% 罰,〔[% 6Q,7%
平均規模 脚 万ドル 39万ドル 445万ドル 3砺ドル 24万ドル 108!iトリレ 3晒ドル
業 :種.金融 電子電機 金融 電了.・電機 電子・電機 電子・電機 プラスチック
化学材料 貿易 化学材料 iプラスチ ック プラスチ7ク 食品 電子 ・電機
電子・電機 紡績 訂 ・電機 食品 その他 縫 食品
顧問サー ビス 顧問サー..ビス 金属製品 非金属鉱物製品 ゴム その他
騰 比 率 100%
.
13.5%86.5% 10G% 14.3% 10.3% .75.4%
業 種 竜子 ・電機 電子・電機 電子・電機 電子 ・電機 電了・・電機 電子・電機 電子・雪後
貿易 貿易 賜 プラスチック 運輸工具 餌 プラスチック
卸売 卸売 卸売 その他 プラスチッケ プラスチック その他.
金融 プラスチ ック金融 .餓 食品 その他 食品
涯;中 国以外 の地域 は1959-94年2月,中国は1991-94年2月まで の統計資料で ある。
資料.;経済部投 資審議 委員会電脳磁帯資料。
出所;中 小 企業処1中 華民国III小企業 白皮f1994年版,183-198ペー.・ジ。
よる全体 投資 額1.4%,.件数 は13.5%を占めて お り,平 均規模 は39万ドルで
あった。投 資業種 は電子 ・電気や貿易業 に集中 していた。なお,こ の地域 にお
けるi卜小企業の投 資先 は,マ レーシア,タ イ,フ.イリピン,イ ン ドネ シアの4
国を中心 としてお り,こ の4力 国だけで総件数の54%,総投 資額の44%を占め
てい た,,投資業種 は半数以上が製造業,3割 が商業 に集中 してお り,貿 易業 へ
の投資 は主 に香港 を中心 としてい る。 また,最 近のベ トナムの経済開放政策に
ともない,東 南 アジア向 け投資 の重点 はべ ト.ナムへ と移行 してお り.,ベトナム
の外 国直接投資 の中で は,台 湾.企業 の投資が トップ となってい る。
他 方,中 国で は1991年か ら94年までの間接投資 の総額 は37億ドルで,総 件数
は9,.997件に達 してい る。 その うち,中 小 企業 は.全体投 資額の9,3%,件数の
14,3%を占めてい る。平均投 資規模 は24万ドルで,投 資地域 は沿海の広東や江
蘇,福 建 に集 中 し,主 に製造業 を中心 としている。 また,中 国投資 について特
徴 的なのは,個.人名義 による投 資が 目立つ ことで ある。 その投資額 と件数 はそ
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れそれ全 体の60.?%と75.4%を占め てお り,大 企業の30.0%と10.3%より多 く,
しか も平均投 資規模 は30万ドルで,中 小企業の投資額 よ りも大 きい。中国へ の
投 資は,中 国以外 の地域へ の投資 と比べ,全 体的 に電子 ・電機,プ ラスチ ック,
その他業種,食 品,金 属製 品などに集中 してい る。ただ し,中 小企業 は運輸 「
具,非 金属製 品,大 企業 は食品,紡 績,ゴ ム,個 人企業はその他業種で 目立つ。
また,製 造業 におけるその他業種はほ とん どがいわゆる 「中小企業製 品」 に属
している。 ちなみ に,中 国側の統計資料 を見る と,1991年か ら93年6月 までの
投資総額 は計145億ドル,150,832件に達 してお り,前 述 したように,台 湾側の
統計数字 をはるか に超 えている。
以上の投資件数や規模を見る と,東 南 ア ジアには中国の ような政治問題の配
慮が不必要 にもかかわ らず,.中小企業 は東南 アジアへ の投資 にと くに重点を置
いていない.。これは,言 葉,生 活習慣,文 化背景 などが近い中国 こそ,投 資規
模が小さい中小企 業に とって投資 先に適 した国あ ることを示 してい る。 今後,
中国市場の非製造業部 門の開放 につれて,さ らに中小企 業の投資先 は東南 アジ
アか ら中国へ,中 国の沿海地域か ら内陸へ,製 造業か らサー ビス業 へ とシフ ト
してい くことになろう。
2投 資方式
中小企業 の投資方式は,主 に外貨送金 による投資 を中心 と してい る。 これは
台湾企業の 主な投 資方式であ り,現 在で は,投 資企業の90%以上 は外 貨送金 に
よる投 資 を行 っている。 こうした投資方式 は流動性 が高 く投 資.先の政府 に好 ま
れ るとい うメリッ トを持つ一一方,親 企業が負 うリス クも相対 的に大 きく,投 資.
子会社の親企 柴へ の依存度 も高 くなるサ外 貨送金 によ る投資 に次 ぐのは,機 械
設備 ・原 材料,半 製品 による投資であ る=川。特 に,中 小 企業の場合,大 企業 に
比べ て古 い機械設備 ・半製品の投 資 に偏 っている。 また,.東南 アジアよ り中国


















ている。販売先については,第 三国へ輸出されることが多い。た とえば,東 南
アジアで加工された製品は台湾と現地市場への供給を目的 とするのに対 し,中
国で加土された製品は 「台湾受注,大 陸生産,香港輸出」 とい う取引経路を経
由し,第三国へ輸出されることが多い。現在,東 南 アジアの場合,台 湾への逆








台湾 の中小企 業の対外投資 には,次 のよ.うな特徴 が見 られ る。つ ま り,輸 出
加工が 目的で市場開拓 の動機 が少 ない,計 画開始か ら操業 まで時間の短 い投資
が多い,投 資先 にお ける輸 出率が他 国 と比べ 高い,な どであ る。輸 出比率 を例
にとると,中 国 において,台 湾企業 の輸 出率 は約6割 で,他 の外資 企業 が 》卜分
11)二一世紀基金会編,前掲書,5呂ページっ
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以下であ ることに比べて高い1巴〕。また,輸 出加工を中心 とす るため現地でパー
トナーを求める必要が な く,「.独資」(外資側 の全額単独 出資)の 比率が高い。
対外投資先 において,台 湾企業 は主 に独資 形態を中心 としている。 しか も,中
小企 業では全体 の6割 以上が独資であ り,大 企 業のそれ よ り高 い。独資以外で ヒ
は現 地法 人よ り台湾企業 との合弁 ・合作 が多い。一方で,中 国で は,独 資 に対
'して国内市場 での販売 などの制限が多 く
,合 弁.企業 の方 が優先 されるため,現
地企 業 との合 弁が多 い。現在,中 国 において投 資の7割 が合弁,2割 が独資,
1割が.合作経営 とい う。 に もかかわ らず,台 湾企業 の中国における独資比率 は
他国 よ りも高 くなってい るL3,。た とえば,外 国投 資が集中 してい る広東省で は,
台湾企業 の経営形態 は独資が45%,合 弁が43%を占めてい る1%.
これ まで台湾 の中/1.・企業の対 外投資 は投機 的な 「HitandRun」に属す.もの
が多 く,企 業体質 の レベ ルア ップへの寄与 は小 さか った と言われ て きた。 しか
し,こ の特徴 はそ もそ も台湾の中小企業 の経営方式 その も.めと言 えるか もしれ
ない。 それ らは,小 規模投資 に よ り軽工業 の輸 出加.il経験 を海外で活かす こと
がで きる と同時 に,独 資経営 に よ り市場 の需要 に応 じ柔軟かつ機敏 に生産を移
転す るこ とがで きるか らで あ る。現 地で の資金調達 が難 しい場 合で も,現 地
パー トナー との提携 を避 け,台 湾独 自の生産形態 と経営方法 をとろうとす る。
こ うした 中小 企業の海外投資 の進展 を支 えてい るのは,従 来の中小企業が利
用 してきた ネ ットワー ク型分業体制で ある と言わ なければな らない。 この分業
体制 は実際 に台湾か らシフ トされ た もので ある。1985年の プラザ合意以降の 日
本で見 られ るようにな った多 くの中小企業 の対外投資 は,親 企業 ・取引先 の海
外進出への追随 とい う形 で行われ た。 これ に対 して,台 湾の中小 企業の場 合は
大企業で はな く協力先企業 の進 出に従 って のケースが多い。なぜな ら,中 小企
業 にとって,従 来の分業体制 の中で,単 なる生産機能だ けではな く資金調達や





販売流通,.そして情報交換 な どの メリ ットを も利用で きるか らであ る。すなわ
ち,.ネットワーク型分業体制の シフ トは,中 小企業 の海外投資 の動機 ≒もな っ
た。逆 に,原 材料や組 立の大手 メ.一力.一は加工業者 の中小企業 に追随す る場合
が多 か ったの で あ る。 と くに,94年以 降 は こ う した現 象が 目立 つ よ うにな
る15)。
現在,セ レー シアの 「科技 園区」,ベ トナムの 「加工輸出区」,イ ン ドネシア
の 「光華工業区」,そ して中国沿岸部 の 「靴城」 「紡績城」 「灯館城」「電子城」
などで は,台 湾での経験 そ して中小企業 の協 力体 制が再現 されてい るともいわ
れ る。 そこで は,他 国の中小 企業 のそれ と異 なる台湾独 自の中小企業 の分業 シ
ステムの特徴 が見 られる とも指摘 されているゆ。現在,東 南 アジ アや 中国で は,
輸 出加工指 向工業化 に重点が置かれているため,中 小企業 は台湾企 業 を中心 と.
す る分業体制 を続 けてい る。 しか し,.投資先 の市場 開放 につれて,そ うした分
業体制 が現地化や多国籍企業 との分業 に組 み込 まれ,海 外で の多様 な調 達が可
能 となるこ とも予想 され る。
4収 益 と投資問題
中小 企業の投資収益面 について は,多 くの調査 では必ず しも見解が一致 し.て
いない,,台湾の中小.企業 はそ もそ も収益 について,税 金 な どを考慮 し正直 に政
府 に報告 しない場合 が多 い。 また,対.外投 資 を政府 に届 けないケースす ら少な
くない といわれ る点から も,利 潤 についての調.査は難 しい。 しか し,利 潤が あ.
ると指摘 した調査 が多 く,と くに中国での利潤が東 南アジアよ.り上である とい
う。そ して,全 体的に6割 以 上の成功率で あると推定されてい る。また,中 小
企業 は対外投資の将来性 につ いて意欲 的で あ り,そ の営業処点を海外 に置 き,
収益 は増資,増 員ない し1:場拡張 などに使 おうとす る企業が多い ことも読 み取
15)中華経済研 究院r中 小企 業国際イヒー 現況,問 題与展望』1998年3.月,3-7ベー ジ,
16)台湾 と韓国の中小企業の海外投資 の展 開状況 と海外で の分業の特徴を比較 した もの として,川
上桃 子 「ビジネス ・ネ ットワー クと産 業成長 台湾 ・韓 国製靴工業 の事例 」(北村 か よこ編
『東アジアの 中小企業ネ ッ トワークの現状 と課題』 アジア経済研究所,⊥999年3月1。
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れ る17,。また,調 査 によれば,中 小企 業では,海 外におけ る売上高の成長率 は
国内 よ り高 く,海 外 の売上が企業 の売上全体 の半 分以 上を占める ものが多 く,
純利潤率は海外 が13.8妬で,国 内 の7.7%より高 い1%
収益 が伸 びる一・方で,中 小企業が 直面 してい る問題 も多い。 ま.ず,資金調達
の問題が最 も厳 しい。中小企業 は もともと運転資金の調達 に困難 を抱 えてい る。
中小規模企 業の場合,現 地での資 金調達が難 しく,資 金 は台湾国内での調達 に
依存 しなけれぼ ならない。また,政 治上 の問題か ら台湾の金融機関を中国で設
立す ることがで きず,台 湾か ら中国へ の送金 にさえ支障があ る。多 くの中小企
業主 は白ら現金 を持 ち込 んで投資 を行 うケースが ほ とん どであ る。さ らに,中
国以外 の地域 において も,台 湾の金融機 関は海外支店 をほ とん ど展 開 してお ら
ず,利 用 に不便であ る。政府は,対 外投資 に関 して は中国輸出銀行 を通 じて融
資 を行 うものの,実 際 には中小企業 の対外投資 には役 に立 ってい ない と言わ れ
ているP
資金 調達 の問題以外 に,イ シフラ設備 の不足,行 政の非効率,法 令 の煩わ し
さ,労 働 品質の低 さ,派 遣社 員の適応 問題,品 質管理 の問題,現 地市場 開拓 の
難 しさ,な どが よ く挙げ られ る。他方,IlI国で は交際費用の高 さや 「冥加金」
の要求,東 南 アジアで は宗教 と民族 の意識形態 によ り加 えられ る投 資制限の問
題 が目立つ。 こう した諸問題 は,台 湾に限 らず 中小企業一般が直面 し.てい る問
題 であるが,政 治上 の経緯か ら台湾企 業は他国企業 よ り問題が深刻であ る。 こ
れまで,台 湾 の企業 は政府 に国内金融 機関のサー ビス強化,金 融機関の中国で
の設置 開放,企 業 の連合会組織の設置,子 女の教育 問題 の解決 などぺの協力 を
要請 しているが,ま だ多 くの問.題が残されてい る。
17)　.一世紀基金会編.前 掲書,83ペー ジ。





よ く知 られているよ う.に,台湾経済の貿易依存度は高 く,輸 出が経済 の原動
力 であ る。輸 出品の うち95%以 ヒは製造業製品である。 しか も,中 小企業が主
役 とい.う特徴 を持つ ため,伝 統1:業製品お よび技術 集約度の低 い製品の比重が
高い。現在,製 造業で は社数 の88.0%,売上高の60.2%は伝 統製造業 によって
占め られ てお り,そ の うち,従 業 員100人以下 の中小企 業が全体 の86.5%に達
してい る1%製 造業の分類区分か ら見 ても 「中小企業製 品」が多 い。製造業 の
分類 区分 では,171種の うち,大 企業性 製品 に属 してい るの はわずか46種であ
り,残 りの125種は中小企業性 製品 に属 してい る。 しか も,大 傘業性製 品の う
ち輸 出型製品412種であ るのに対 して,中 小企業性製品の うち輸出型製斤1は46
種 を占めてい る2%
現在,対 外投 資の対象 とな っているのは,大 企業性製品 に属 してい る電子 ・
電機業 および化学材料業以外 は,木 竹製 品,皮 革製品,繊 維衣服,紡 績製品,
金属 製品,家 具製品,ゴ ム製品な ど中小企業性製品 に属す る製品がほ とん どで
ある。そめため,中 小企業の海外 生産 は,台 湾 の産業構造 と輸出構造 に大 きな
影響 を与 えている。同時 に,中 小企 業その ものの構造の変化 に も結 びついてい
る。
第4表 に示す よ うに,製 造業の生産構造 て 「伝統工業」が.全体 に占め る比重
は1986年の40.4%から急速 に低下 しつつあ り,.98年現在で は23.5%となってい
る。 これ に対 し,「技 術集約工業」製 品の比重 は24.0%から40.4%へと増加 し
てい る。 また,輸 出製 品構造で は,技 術集約度 の高 い製 品の比重が18.4%から
4ユ.1%へと急 増 したの に対 し,技 術 集約.度の低 い製 品 の比 重 は47,9%から
18.4%と低落 している。伝統工業 および技 術集約度 の低 い製品は,海 外投資 に
19)中華経 済研究 院 『突破弩営瓶頸一 中小企業如何 提升市 場競争 力」1998年3月,2ペー ジ。








伝統工業 基礎工業 技術集約工業 高 巾 低
1986 40.4 35.6 24.0 18.4 33.7 47.9
87 39.1 34.7 26.2 19.4 35.2 45.4
88 36.1 36.2 27.7 22.6 36.9 40.6
89 35.4 35.3 29.3 24.2 38.1 37.7
90 34.7 34.9 30.4 26.7 38.6 34.7
91 33.7 35.0 31.3 27.2 38.5 34.3
92 33.0 34.9 32.1 29.5 38.5 32.0
93 31.3 35.2 33.5 31.4 40.3 28.3
94 29.7 36.2 34,:[ 32.5 42.0 25.6
95 26.7 37.6 35.7 35.5 41.4 22.1
96 26.5 35.9 37.6 39.6 38.9 21.5
97 24.0 36.7 39.3 39.7 38.9 19.2
98 23.5零 36.1串 40.4串 41.1 4〔),5 18.4
注:*は19%年11月までの統計.
資料1):経 済部統計処編 「中華民 国台湾地区工業生産月報11997年7月,1999年1月、




1987年以 降,外 貨持 ち出 しお よび中国への渡航が解禁 された こ とによ り,台
湾企業 は本格的 に対外投資 を行 いは じめた。 それ と同時 に,ち ょうど中国の改
革 開放政策 の進展が重な った こともあ り,対 外投資 は中国に集 中 し,中 国への
経済依存関係が強 まってい った。 こうした結果,最 も影響 を受 けたのは,お そ
ら く 「産業 空洞化」 の危惧や 「根留 台湾」(企業 の根 を台湾 に残す)な どを呼
びか け続 けて きた台湾政府で あろ う。
実際 には,台 湾企業 による対外投資 は主 に低賃金の労働 力の利用 を 目的 とし









台湾の資本輸出や 「産業外移」 のことを 「産業空洞化」 とい う言葉で形容す る
の は不適切であ る とも指摘 され ている～1,。台湾経済 には,そ もそ も米 ・日のよ
うな重要な技術や製品がな く,中 小企業 はいわゆ る 「ニ ッチ」市場 を得意 とし
てい る。台湾経済が発展で きたの も,中 小企業が生産 ・加工 に適 正規模 の経済
性 を発揮 し成功 したか らである。台湾 は資本 ・技術基盤が浅 く,よ く 「浅盤経
済」 と形容 され てお り,企 業 の根 がないのではないか とも言われてい るε㌔ 現
在,国 内経営環境が悪化 しつつあ る中で,中 小企業 にとって は海外投 資は重要
.な戦略 である。 とくに,自 由 に海外で投 資を行 うこ とは,中 小企業 にとっては
新'しい.スター トとなる。
他方,種 々の経済指標 を通 じて検証 した結果,台 湾には 「産業空洞化」 は起
きてい ない とい う議論 もあ る盤:,。台湾の工業生産,輸 出額 などの成長率 はた し
か に低 下 してい るが,第 三次産業 の持続成長が見 られる。経 済全 体が ゆるやか
に成 長 し,失 業 率の増加 も見 えない。今後の アジア経済の成長において,台 湾1
経済 は旺盛 な創業精神,優 れた加工技術,豊 富 な人材,そ してその資 金力 など
によって,国 際的 な評価 を受 けてお り,し か も持続的成長 も見 られる。
しか し,台 湾 企業の対外 行動 は政治 に左 右されやす く,政 府 に よって合理
的 ・経済 的な国際化行動 と して評価 され ていない ところ もあ る。そ うした背景
において.台 湾政府 は中国 との交渉力 を維持す るた めに,企 業投資の スピー ド
を抑 えよ うとしている。対 中投資を生産 コス トや市場 開拓の視点か ら見 るよ り
も,政 治的に中国 との対立観点か ら台湾経 済に もた らす悪影響 を強調 しようと
す る。そ う した.ことか ら,「戒急用忍」や 「南 向政策」 などが政 策的に打 ち出
されてい る。 しか し,政 府 の政策 を無視 して対 中投資 を行 う大企.業が次 々と出
て きてい る。また昨今,工 業用地 の取得が困難であ るため,海 外へ移民す る経
21)本 瑞 「産業空 洞化的隠憂!(w本 瑞 ・陳介英 「台湾社 会与経 済論 集」幼 獅文 化事業 公司.
1995年11月)..
22〕劉進慶 「台湾経済体 質総体検j(画布均 ・卒読編 『台 湾経験 再定位』 天下文化出版社,1995年
6月)。
23)」完 先 「台湾工業空洞化之験 証」 〔行政院経済建設委 員会 『自由ll膨国之工業」1995年12月)。
台湾における中小企業の対外投資.(537>99
営者が増加 してい る。そ う した経営者 の中には,中 小企業 を代表す る人々が多
いため台 湾は人材 さえ も失 ないつつあ る。 したが って,台 湾政府 に とっていか
に.企業の信任 を維持す るか とい うことが大 きな課題 とな っている。
いか によ りよい投資 環境 を作 り上 げて,「企業 の根」 を台 湾に残させ るか。
台湾政府 は1995年1月,台湾経 済を 「アジア太平洋 地域運営 セ ンター」 に発展
させ ることを.発表 した。 この構想 は.実際 には91年にすで に提 翫され ていたが,
その 日的 は,国 内の投資環境 を改善 し,企 業が台湾 を拠 点 としなが ら,ア ジア
太平洋地域諸国 との問に経済貿易関係 をよ り発 展 させ ることであ った。 さらに,
これ によって.2005年を目標 に,台 湾 におい七製造,海 運,空 運,金 融,通 信,
.メデ.イアの6つ の運営 セ ンターを確立 させ ることであ った。 この計画 を.発表 し
た ことによって,台 湾 政府 は経済 の自由化 ・国際化 がい っそ う求 め られ るだ け
で はなく,国 内制度 の大幅 な改革 も迫 られてい る。
同構想 は,台 湾経 済を香港 と同 じように,国 際金融,国 際貿 易および交通運
輸 などのサー ビ.ス業を中心 に転換 させてい こうと してい る。 台湾 の経済体質 は
香港 と似 て商人資本的主義で ある。国際サー ビ.ス業を中心 に発展 させ てい く戦
略 は,台 湾の経済体質 に適切だ とも指摘 され ている3。 しか し,こ の計画 を実
現 させ るため には,台 湾 ばまだ 多 くの困難 を抱 えてい る。 まず は,台 湾政府 に
とって最 も難 しい問題 の一一つ として,中 国 との通航 な どにおけ る開放 的な関係
を持つ ことである。次 に,金 融面で はそ もそ も国際化 ・自由化されていない台
湾 にとって,国 際金融 セ ンターになるの も容易で はない。
V結 語
企 業の対外投資 が,投 資 国 と投資受 け.入れ国の経 済,政 治そ して社会 などの
面 に大 きな影響を与 えるこ とは当然であ る。 しか し,前 述 したよ うに,国 際的
に特 殊な位 地に置 かれ てい る台湾 に とって,企 業の対外投資 は国益 およびこれ
























との競争激化などによって,し ばしば撤退問題 も経験 してきたD日.本における
中.小企業の国際化対策 としては,直接指導,情 報提供,人 材育成,金 融 ・信用
補完,税 制優遇などがある。そ して,無料の個別指導サービスをはじめ,投 資
の前後および国内外での支援政策,海 外投資動向の情報提供,展 示会の開催な.
25)水戸考道 「アジア経済 と目木の 中小企業 の進 出一 公 共政策か ら見 る」(進藤 栄一編 「アジア





しか し台湾の中小企業の多 くは政府に報告せずに対外投資を行い,政 府から
の支援を受けようともしない。台湾政府の中小企業政策のスター トはそもそも
遅 く,本格的に取 り組まれはじめたのは1991年に 「中小企業発展条例」が制定





が最 も重要であると考えられる。中小企業は勤勉で競争心が強いが,資 金や規 、
模の制約から海外の経済 ・貿易動向,商 品動向に関する調査および資料収集に
十分ではなかった。そこで.海 外現地の投資環境に関する基礎的情報のデータ.





な担い手 とする経済体質を持つにもかかわ らず,経 営資源の多 くが少数の大企
業 と公営企業によって独 占されているという事実である。中小企業の対外投資
であろうと国内経営であろうと,それらを問題にする場合は,それらを指導 ・
支援する政府機関の効率性 も問われなければならないのである。
26)中小企業庁編 『中小企業施策総覧(本 編}」平成11年度版,第12章。
